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１．研究計画の概要

EU(ここでは 2007 年までの２５か国を指

す)各国は，自国の労働市場を 2011 年春まで

に，ＥＵ加盟国のすべての労働者に開放する

ことで合意している。本研究が開始された

2007 年では，英国・アイルランド・スペイ

ンなどの国が既に労働市場を開放しており，

その後，デンマークも開放し，2009 年には

フランスも開放し，

2010 年にはドイツも開放の予定である。

このように，研究開始年で既に労働市場が

ＥＵ加盟国労働者に開放されている国と，研

究期間中に開放された国と，研究期間最後の

年に開放される国の上記５か国を労働者受

け入れ国として選び，労働者派遣国としてポ

ーランドとリトアニアを選定した。

調査の主眼は，当該国での外国人労働者の

吸引要因と，派遣国側での出稼ぎ労働派遣要

因の解明にある。そして，その要因の中で最

も重要な要因は，家族・親戚関係であると予

測した。

調査方法は，アンケート票による記入方式を

採用せず，長時間の直接インタビュー方式を

用いた。キーパーソンの伯母との関係，伯母

の居住地・職業・学歴などをアンケート票で

調査することは不可能であり（すなわち，誰

がキーバーソンであるかにより質問内容が

変わる），話の流れの中で質問するしか方法

はないからである。なお，このような調査は

ＥＵでの外国人労働に関してはいまだ先行

研究はない

２．研究の進捗状況
研究計画調書（2007 年）を提出した段階

では400サンプルを調査する予定であったが，
研究費が３割近くカットされ，しかし，欧州
への旅費はサンプル数にかかわらず一定の
ため，サンプル数を 160 に変更した。またサ
ンプル数の減少が統計検定に影響を及ぼさ
ないように，バラツキの大きそうな調査項目
は除外した。

毎年 40 人と長時間インタビューを行うこ
ととし，2007 年度にはまず，ポーランド国
内で，ポーランド労働研究所の協力を得て，
10 人以上と試験調査を行い，質問内容を厳選
し，最終質問内容表が完成した。そして，そ
の質問内容表をもとに，帰国したポーランド
人国外労働者５名とインタビューした。同年
度冬季には，この質問内容表を用いてロンド
ンにおけるリトアニア人 20 名と，2008 年度
にはドイツにおけるポーランド労働者 20 名
と，2009 年度にはアイルランドにおけるポ
ーランド労働者 20 名，およびデンマークに
おけるリトアニア人労働者 20 名とインタビ
ューを行った。

３．現在までの達成度
おおむね順調に進展している。

（理由）
目標インタビュー数は１６０であったが，

回答のバラツキが予想より少なく，145 のサ
ンプルで十分であるとの見通しを持ってい
る。平成 21 年度末で 105 のサンプルが得ら
れている。
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サンプルの統計分析は行っているが，それ
は，どの程度のサンプル数が必要であるかを
確認するための分析であり，実態解明の分析
は 145 のサンプルが集まった段階で行う。

４．今後の研究の推進方策
平成 22 年９月にフランクフルト（ドイツ）
におけるリトアニア人労働者 20 名の調査を
行い，１２月にパリ（フランス）でポーラン
ド人労働者 20 名の調査を行う。

１４５のサンプルが集まるまで，統計分析
は不可能であり，したがって中間報告のよう
な研究成果を出すことはできない。平成 23
年 5 月に研究成果報告書を提出したうえで，
やや高度な読者層を対象に市販出版物を公
刊する予定である。
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